
（※）商工会・商工会議所会員の営業状況であり、県内の商工業者全体の営業状況ではない。

　気仙沼・本吉エリアは、県の北東部に位置し、気仙沼市、南
三陸町の１市１町で構成されています。
　死者・行方不明者は県全体の約2割に上り、全壊・半壊合わせ
た住家被害は、14,000棟を超え、そのうち全壊の割合が8割以
上となるなど、壊滅的な被害を受けました。
　エリア内には、ピーク時に約 150 の避難所が開設され
24,000 人を超える被災者が避難しました。応急仮設住宅（プレ
ハブ住宅）は、151 の仮設住宅団地、計 5,699 戸が建設され、
平成26年3月31日現在、民間賃貸借上住宅（みなし仮設住宅）
と合わせて、計6,006戸、14,727人が入居しています。
　また、このエリアでは、平地のほとんどが津波により浸水し
たため、応急仮設住宅 ( プレハブ住宅 ) を建設する用地が確保で
きず、市町外に整備された応急仮設住宅等へ入居する被災者も
いました。
　基幹産業の水産業の被害は、エリア内にある 61 漁港全てにお
いて、地盤沈下や津波により漁港施設が損壊しました。さらには、
海沿いにあった事業所や工場など、壊滅的な被害を受け、また、
1,300以上の事業者が被災しました。
　被災者の住まいの再建に向けて、このエリアでは、防災集団
移転が78地区、災害公営住宅は37地区で計2,970戸の整備が
計画されおり、移転先の宅地造成や災害公営住宅の整備などの
被災者の生活再建に向けた事業が本格的に始まりました｡高台の
山林などを造成した宅地への集団移転としては県内初となる南
三陸町「藤浜団地」が平成 25 年 12 月に宅地の引き渡しが行わ
れたほか、災害公営住宅は、2,207 戸で事業に着手し、249 戸
で工事に着手するなど、整備が進んでいます。
　産業面では、水産関連施設の復旧工事が進み、気仙沼漁港に
おける生鮮カツオの水揚げ量は、全国の 3割を占め 17 年連続で
日本一になるなど、主要産業である水産業の復興に向けた動き
が本格化しています。また、南三陸町の「さんさん商店街」を
はじめ、13 の仮設商店街が開設され、まちの賑わいも戻り始め
てきました。
　「復興道路」に位置付けられた「三陸沿岸道路」の整備促進が
決定し、急ピッチで工事が行われています。現在、運休してい
るＪＲ気仙沼線・大船渡線では、代替措置として、バス高速輸
送システム（ＢＲＴ）が運行されています。
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2　エリア別（1）気仙沼・本吉エリア／気仙沼市・南三陸町

■被災の状況 (平成26年3月現在)

エリア項目 県全体区分

人的被害（人）

住家被害（戸）

避難状況（ピーク時）

応急仮設住宅
入居者（人）

1,816
451

11,626
2,749
154

24,984
11,876
2,851

10,483
1,282
82,914
155,085
1,323

320,885
42,310
40,812

死者
行方不明者
全壊
半壊

避難所（箇所）
避難者（人）
プレハブ住宅

民間賃貸借上住宅

約約711%

着手 約約744 %% (完成 0％) 1000% 約約899%

約約677% 約約577%

進捗率 50% 100%

計画戸数      2市町　37地区　  2,970戸

完成戸数      0市町　  0地区　          0戸
着手戸数      2市町　32地区　  2,207戸

●災害公営住宅の整備状況

復旧率 50% 100%

被災施設数
復旧済み施設数

7施設
5施設

●保育所（へき地保育所含む）

進捗率 50% 100%

処理・処分量                 
災害廃棄物推計量　       

●災害廃棄物の処理状況

復旧状況 50% 100%

被災会員 　　　　　　　　　 　1,333人
営業継続会員 　　　　　　　　　 890人

●被災商工業者の営業状況

復旧状況 50% 100%

約
50%

約733%
●主要魚市場の水揚げ

復旧率 50% 100%

被災施設数 18施設
再開施設数 16施設

●高齢者福祉施設（入所施設）

進捗率 50% 100%

復旧対象面積　                         1,130ha
復旧済み面積                               640ha 

●農地（除塩含む）

復旧率 50% 100%

●県立学校施設（復旧工事）

平成22年 平成25年 平成22年比
気仙沼
南三陸
合計

225億円
15億円
240億円

157億円
17億円
174億円

70%
113%
73%

（※）

復興の進捗状況（平成26年3月現在）　　

1,694（千t）

1,694（千t）

被災施設数 6校
復旧済み施設数 5校

約
50%

約833%

気仙沼市

気仙沼気仙沼

本吉本吉

歌津歌津
南三陸町

志津川志津川

■人口・世帯数の推移
人口総数世帯数

0

83,000

84,000

85,000

86,000

87,000

88,000

89,000

90,000

91,000

30,000

31,000

30,500

31,500

32,000

0
H26.3H25.12H25.9H25.6H25.3H24.12H24.9H24.6H24.3H23.12H23.9H23.6H23.3

平成26年3月（住民基本台帳）
人口総数
世帯数

82,061
30,404

人
世帯

平成23年東北地方太平洋沖地震津波の概要（一般財団法人日本気象協会）

気仙沼

気仙沼市本吉

南三陸町歌津

南三陸町志津川

12.0

13.0

14.7

15.9

五十鈴神社脇遊歩道付近

本吉町赤崎海岸

歌津駅舎

津波避難ビル

（m）地域名 調査場所

津波の観測値（浸水高）

凡例
浸水域

国土地理院
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気仙沼市魚町地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　気仙沼市魚市場は、津波により甚大
な被害を受けるとともに、地盤が沈下
しましたが、土地の嵩上げ工事が行わ
れ、水揚げが再開されました。

気仙沼市本吉地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　防潮堤が損壊し、海岸防災林の多く
が流失した大谷海岸は、土のうによる
応急対策が行われ、施設復旧と防災林
再生が進められています。

南三陸町歌津地区
被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　歌津地区の中心街では、がれきの撤
去が完了し、写真手前では子どもの遊
び場が整備され、写真奥では、伊里前漁
港の復旧工事が進められています。

南三陸町志津川地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　志津川地区の中心街では、がれきの
撤去が完了し、河川堤防の整備や、嵩
上げ工事など、復興に向けた復興まち
づくりが進められています。

南三陸町戸倉地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　住宅や小学校など、地区内にあるほ
とんどの建物が流出した戸倉地区で
は、新しい防潮堤の整備が進められて
います。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　津波により道路のアスファルトがめ
くれ上がり、交通が寸断されましたが、
復旧工事が完了し、通行できるように
なりました。

気仙沼市唐桑地区

■復旧・復興状況(定点観測)  



（※）商工会・商工会議所会員の営業状況であり、県内の商工業者全体の営業状況ではない。21

復興の進捗状況（平成26年3月現在）　　

1000%

約約799%約約777%

約約822%

進捗率

約10%
50% 100%

完成戸数      3市町      11地区　    603戸

計画戸数      3市町　

●災害公営住宅の整備状況

進捗率 50% 100%

処理・処分量                 
災害廃棄物推計量　       5,265（千t）

5,265（千t）

●災害廃棄物の処理状況

復旧状況 50% 100%

●主要魚市場の水揚げ

平成22年 平成25年 平成22年比
石巻
女川
合計

181億円
82億円
263億円

141億円
74億円
215億円

78%
90%
82%

進捗率 50% 100%

復旧対象面積　                         3,520ha
復旧済み面積                            2,773ha 

●農地（除塩含む）

復旧状況 50% 100%

被災会員 　　　　　　　　　 　2,682人
営業継続会員 　　　　　　　　 2,064人

●被災商工業者の営業状況

着手約 （完成約10％）
50

約46
0

（完
50

6%

　石巻エリアは、県の東部に位置し、石巻市、東松島市、女川町
の２市１町で構成されています。
　全国の市町村で最大の死者・行方不明者を出した石巻市をはじ
め、県内の人的被害の半数以上がこの地域に集中し、全半壊の住
家も約47,000棟に上りました。　エリア内には、ピーク時に約
270 の避難所が開設され、125,000 人を超える被災者が避難し
ました。応急仮設住宅（プレハブ住宅）は、県内で最大規模の石
巻市トゥモロービジネスタウン団地をはじめ、186の仮設住宅団
地、計10,344戸が建設され、平成26年3月31日現在、民間賃
貸借上住宅（みなし仮設住宅）と合わせて、計 13,170 戸、
31,168人が入居しています。
　基幹産業の水産業の被害は、エリア内にある 64 漁港全てにお
いて、地盤沈下や津波により漁港施設が損壊しました。また、平
地部の市街地に形成されていた商店街をはじめ、事業所や工場等
は、壊滅的な被害を受け、2,600以上の事業者が被災しました。
　被災者の住まいの再建に向けて、このエリアでは、防災集団移
転が 84地区、災害公営住宅は 84地区で計 5,955 戸の整備が計
画され、防災集団移転先の宅地造成や災害公営住宅の整備などの
被災者の生活再建に向けた事業が本格的に始まりました｡災害公
営住宅は、平成25年4月に石巻市根上り松地区で20戸の入居が
始まるなど、平成26年 3月までに11地区で計603戸完成しま
した。
　主要産業である水産業の本格的な復興が進むとともに、女川町
など、津波で大きく被災した中心市街地では、土地区画整理事業
などによる嵩上げ工事が進み、新しいまちの形が少しずつ見えて
きました。
　また、石巻市では、全ての在宅支援が必要な方々を対象とした
「地域包括ケアシステム」の構築に向けた仮設住宅団地でのモデ
ル事業や、東松島市では、大規模太陽光発電所（メガソーラー）
が完成するなど、新たな取組も始まっています。
　一方で、今なお30,000人以上が応急仮設住宅で生活していま
すが、仮設住宅団地の集会所などでの運動教室や手仕事などの活
動を通して、地域コミュニティのつながりを深める取組も進んで
います。

約約855%
復旧率 50% 100%

●保育所（へき地保育所含む）

被災施設数
復旧済み施設数

27施設
23施設

2　エリア別（2）石巻エリア／石巻市・東松島市・女川町

エリア 県全体

応急仮設住宅
入居者（人）

死者
行方不明者
全壊
半壊

避難所（箇所）
避難者（人）
プレハブ住宅

民間賃貸借上住宅

5,258
727

28,413
19,805
277

125,831
20,541
10,627

10,483
1,282
82,914
155,085
1,323

320,885
42,310
40,812

項目区分

人的被害（人）

住家被害（戸）

避難状況（ピーク時）

■被災の状況 (平成26年3月31日現在)

約約944%
復旧率 50% 100%

被災施設数 32施設
再開施設数 30施設

●高齢者福祉施設（入所施設）

復旧率 50% 100%

●県立学校施設（復旧工事）

被災施設数 10校
復旧済み施設数 8校

約
50%

約800%

5,955戸84地区

着手戸数      3市町　   42地区　2,727戸

雄勝雄勝

女川漁港女川漁港

鮎川鮎川

宮戸島宮戸島

東松島市

石巻市

女川町

石巻市雄勝

女川漁港

石巻市鮎川

東松島市宮戸島

15.5

14.8

7.7

8.7

石巻市役所雄勝支所

消防庁舎

七十七銀行

宮戸島月浜木造2階建民家

（m）地域名 調査場所

津波の観測値（浸水高）

（※）

平成26年3月（住民基本台帳）
人口総数
世帯数

196,811
77,188

■人口・世帯数の推移
人口総数世帯数

00
H26.3H25.12H25.9H25.6H25.3H24.12H24.9H24.6H24.3H23.12H23.9H23.6H23.3

76,000

75,000

78,000

77,000

79,000

80,000

195,000

200,000

205,000

215,000

210,000

平成23年東北地方太平洋沖地震津波の概要（一般財団法人日本気象協会）

凡例
浸水域

国土地理院

人
世帯
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被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

石巻市雄勝地区

　津波により観光バスが屋上に乗り上
げた雄勝公民館は解体され、新しいま
ちづくりに向けた整備計画が進められ
ています。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

石巻市牡鹿地区

　震源に近い牡鹿半島先端の地区で
は、まちを埋め尽くしていたがれき
が撤去され、新しいまちづくりに向
けた整備計画が進められています。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

石巻市中瀬
（日和山からの眺め）

　川を遡上した津波により甚大な被
害を受けましたが、平成 24 年 11 月
に、石ノ森萬画館が再オープンし、
街のにぎわいが戻りつつあります。

東松島市矢本地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　校舎の 1 階が浸水した大曲小学校
では、復旧工事が完了し、授業が再
開され、子どもたちの元気な声であ
ふれています。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

女川町女川浜

　がれきの撤去が完了し、まちの中
心部の再生に向けて、嵩上げ工事な
ど、本格的な復興まちづくり事業が
進められています。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

東松島市鳴瀬地区

　運河周辺を埋め尽くしたがれきの
撤去が完了し、運河横の道路は、野
蒜北部丘陵地区の復興工事車両が行
き交っています。

■復旧・復興状況(定点観測)  



（※）
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1000%

約約899%

約約933%

約約800%

進捗率 50% 100%

計画戸数    10市町　89地区　  6,347戸

完成戸数      6市町   11地区　      690戸

●災害公営住宅の整備状況

進捗率 50% 100%

処理・処分量                 
災害廃棄物推計量　       

●災害廃棄物の処理状況

復旧状況 50% 100%

●主要魚市場の水揚げ

平成22年 平成25年 平成22年比
塩釜 100億円 93億円 93%

進捗率 50% 100%

復旧対象面積　                         8,350ha
復旧済み面積                            6,717ha 

●農地（除塩含む）

復旧状況 50% 100%

被災会員 　　　　　　　　　 　3,865人
営業継続会員 　　　　　　　　 3,426人

●被災商工業者の営業状況

約10%着手約

営住

約78
50

8%8%%（完成約11％）

　仙台沿岸エリアは、県の中央部から沿岸南部に位置し、仙台市、
塩竈市、名取市、多賀城市、岩沼市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ
浜町、利府町の5市5町で構成されています。
　死者・行方不明者数は3,000人を超え、全国の市町村の中で最
も住家被害が多かった仙台市を含め県全体の約 7 割に当たる
166,000棟以上の住家が全半壊する深刻な被害を受けました。
　エリア内には、ピーク時に約 510 の避難所が開設され、
145,000 人を超える被災者が避難しました。応急仮設住宅（プ
レハブ住宅）は、66の仮設住宅団地、計 5,973 戸が建設され、
平成 26年 3月 31日現在、民間賃貸借上住宅（みなし仮設住宅）
と合わせて、計14,349戸、33,209人が入居しています。
　津波により、農地の冠水や農作物の流出等、甚大な被害を受け、
特に、仙南地域の亘理町や山元町では、農地面積のおよそ 8割が
津波被害を受けるなど、深刻な被害でした。
　また、水産業の被害は、エリア内にある17漁港全てにおいて、
地盤沈下や津波により漁港施設が損壊しました。
　被災者の住まいの再建に向けて、防災集団移転が7市町33地区、
災害公営住宅は10市町89地区で計6,347戸の整備が計画され、
防災集団移転先の宅地造成や災害公営住宅の整備などの被災者の
生活再建に向けた事業が本格的に始まりました｡防災集団移転は、
平成25年12月に、岩沼市の玉浦西地区で、大規模な団地として
は県内初となる宅地の引き渡しが行われるなど、平成 26 年 3 月
までに 11 地区で、住宅等の建築工事が可能となりました。災害
公営住宅では、平成 25 年 4 月に、仙台市や山元町で入居が始ま
るなど、平成26年3月までに9地区で計690戸完成し、入居が
始まりました。
　津波被害を受けた農地では、農地整備事業が始まり、大型ハウ
スが建ち並ぶいちご団地・選果場が完成し、生産が始まるなど、
復興に向けた取組がスタートしています。津波による甚大な被害
を受けた仙台空港は、平成 23 年 4 月から民間旅客機の運航が再
開され、平成23年9月には仙台空港ターミナルビルが完全復旧し、
国際線の運航も再開されました。また、松島周辺など壊滅的な被
害を免れた地域では、観光業の回復の兆しが見られ、平成25年4
月から 6月まで行われた「仙台・宮城デスティネーションキャン
ペーン」では、多くの観光客が訪れました。

約約966%
復旧率 50% 100%

●保育所（へき地保育所含む）

被災施設数
復旧済み施設数

73施設
70施設

復興の進捗状況（平成26年3月現在）　　

4,644（千t）

4,644（千t）

■被災の状況

エリア 県全体

応急仮設住宅
入居者（人）

3,380
97

41,529
124,832

515
145,865
9,804
23,405

10,483
1,282
82,914
155,085
1,323

320,885
42,310
40,812

項目区分

人的被害（人）

住家被害（戸）

避難状況（ピーク時）

死者
行方不明者
全壊
半壊

避難所（箇所）
避難者（人）
プレハブ住宅

民間賃貸借上住宅

(平成26年3月31日現在)

（※）商工会・商工会議所会員の営業状況であり、県内の商工業者全体の営業状況ではない。

約約999%
復旧率 50% 100%

被災施設数 93施設
再開施設数 92施設

●高齢者福祉施設(入所施設)

約約944%
復旧率 50% 100%

被災施設数 36校
復旧済み施設数 34校

●県立学校施設（復旧工事）

仙台市　塩竈市　名取市　多賀城市　岩沼市
亘理町　山元町　松島町　七ヶ浜町　利府町  

着手戸数    10市町　72地区　  4,950戸

2　エリア別（3）仙台沿岸エリア／

■人口・世帯数の推移

1,360,000

0

1,410,000

1,400,000

1,390,000

1,380,000

1,370,000

580,000

0

620,000

615,000

610,000

605,000

600,000

595,000

590,000

585,000

H26.3H25.12H25.9H25.6H25.3H24.12H24.9H24.6H24.3H23.12H23.9H23.6H23.3

人口総数世帯数

平成26年3月（住民基本台帳）
人口総数
世帯数

1,390,341
610,908

塩竈港塩竈港

仙台新港仙台新港

松島湾松島湾

吉田花渕港吉田花渕港

荒浜荒浜

閖上閖上

二の倉二の倉

荒浜荒浜

多賀城市

七ヶ浜町

名取市

仙台市

松島町

利府町

岩沼市

亘理町

山元町

塩竈市

松島町松島湾

塩竈港

七ヶ浜町吉田花渕港

仙台新港

若林区荒浜

名取市閖上

岩沼市二の倉

亘理町荒浜

3.1

4.9

6.8

7.2

9.4

9.1

8.8

7.7

瑞巌寺門

タウンショッピングセンター側壁

花渕浜漁協

仙台港駅東の樹木

海岸付近公衆トイレ脇

漁港付近建造物2階窓枠

市営二の倉プール2階建

鳥の海公園

（m）地域名 調査場所

津波の観測値（浸水高）

平成23年東北地方太平洋沖地震津波の概要（一般財団法人日本気象協会）

凡例
浸水域

国土地理院

人
世帯
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被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　津波により漁港施設が大きな被害を

受けた吉田花渕港では、がれきの撤去

が完了し、漁業施設の復旧工事が始ま

りました。

七ヶ浜町吉田花渕港

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

多賀城市桜木地区

　多賀城市で初となる平成26年10月

の完成を目指して、桜木地区災害公営

住宅（160戸）の整備が急ピッチで進め

られています。

　仙台港地区では、津波により多くの

工場や倉庫が損壊するなどの被害を

受けましたが、大部分が再開し、着実

に復興が進んでいます。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

塩竈市・仙台市
仙台港地区

山元町坂元地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　津波による被災で運休中のJR常磐

線を内陸に移設するため、新しい駅及

び駅前に新たに形成するまちの整備が

進められています。

　津波による甚大な被害を受けた仙

台空港は、多くの関係者の尽力によ

り、平成23年7月25日から国内定期便

の運航が再開されました。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

名取市・岩沼市
仙台空港

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

亘理町荒浜地区

　津波により地区一帯が大量のがれき

で埋め尽くされましたが、撤去が完了

し、写真奥では、海岸堤防の整備など新

しいまちづくりが進められています。

■復旧・復興状況(定点観測)  



計画戸数           6市町　   

完成戸数           3市町　   　  7地区
20地区

20地区

着手戸数           6市町　　

336戸

336戸
58戸

（※1）商工会・商工会議所会員の営業状況であり、県内の商工業者全体の営業状況ではない。（※2）運行再開延長＝震災前の鉄道延長-運行見合わせ区間25

　県内陸部の20市町村では、栗原市で最大震度7を記録し、死者・行
方不明者の人的被害のほか、全半壊の住家が約10,000棟に上る大
きな被害を受けました。エリア内には、ピーク時に約370の避難所
が開設され、24,000人を超える被災者が避難しました。
　内陸の市町村では、自らの復旧作業と並行しながらも、より被
害が深刻だった沿岸部を支援するため、救援物資の提供や人員の
派遣、公共施設などへの避難者受入など、様々な支援が実施され
ました。
　このエリアには、応急仮設住宅（プレハブ住宅）が大郷町、美里町
の2町に3の仮設住宅団地、計79戸が建設され、平成26年3月31日
現在、民間賃貸借上住宅（みなし仮設住宅）と合わせて、計2,172戸、
4,018人の被災者が入居しています。
　東京電力福島第一原子力発電所事故により放射性物質が放出さ
れた影響で、放射性物質による土壌の環境汚染が確認され、また、稲
わらから一時基準値を超える放射性物質が検出されたことから、農
林産物等の出荷の制限等が行われている地域があります。加えて、
産業面で被害が生じているほか、健康不安、農畜産物や観光産業等
に対する風評被害など、影響が及んでいます。
　道路やライフライン、公共施設などが復旧し、ほとんどの市町村
で、震災からの復旧への見通しが立ち、東日本大震災の経験と教訓
を踏まえながらも、地域の実情に合わせた復興への取組が進んでい
ます。
　被災者の住まいの再建に向けて、大崎市や登米市など、6市町にお
いて、災害公営住宅20地区で、計336戸の整備が計画されおり、全
ての地区において事業に着手し、平成26年3月までに、美里町や栗
原市、大郷町で、7地区、計58戸完成し、入居が始まりました。
　震災後においても企業の進出や工場の建設などが着実に進んで
おり、復興の大きな弾みとなっています。

1000%

約約988%

約10%
進捗率 50% 100%

約約811%約約999%
回復状況 50% 100%

震災前値　H22年
現在値　　H25年

1,954万人
1,943万人

●観光客入込数

復旧率 50% 100%

震災前の鉄道延長
運行再開延長

約457.1km
約371.7km

●鉄道（県全体）

●災害公営住宅の整備状況

進捗率 50% 100%

処理・処分量                    
災害廃棄物推計量　         

復旧率 50% 100%

●災害廃棄物の処理状況

復旧状況 50% 100%

被災会員 　　　　　　　　　 　3,545人
営業継続会員 　　　　　　　　 3,457人

●被災商工業者の営業状況

1000 %
復旧率 50% 100%

●保育所（へき地保育所含む）

被災施設数
復旧済み施設数

28施設
28施設

復興の進捗状況（平成26年3月現在）　　

630（千t）
630（千t）

着手

公営住

手100
50

0%0%%（完成約17％）

被災施設数 55施設
再開施設数 55施設

●高齢者福祉施設（入所施設）

復旧率 50% 100%

●県立学校施設（復旧工事）

被災施設数 39校
復旧済み施設数 39校

50%

1000%

50%

施設（復旧

1000%

白石市　角田市　登米市　栗原市　大崎市　刈田郡
柴田郡　伊具郡　黒川郡　加美郡　遠田郡　（※）　2　エリア別（4）内陸エリア／

刈田郡……蔵王町、七ヶ宿町

柴田郡……大河原町、村田町、柴田町、川崎町

伊具郡……丸森町

黒川郡……大和町、大郷町、富谷町、大衡村

加美郡……色麻町、加美町

遠田郡……涌谷町、美里町

（※）

登米市登米市

栗原市栗原市

大崎市大崎市加美町加美町

色麻町色麻町
涌谷町涌谷町

美里町美里町
大衡村大衡村

大和町大和町 大郷町大郷町

富谷町富谷町

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町
柴田町柴田町

角田市角田市

丸森町丸森町

村田町村田町

大河原町大河原町

白石市白石市七ヶ宿町七ヶ宿町

（※1）

（※2）

エリア 県全体

応急仮設住宅
入居者（人）

29
7

1,346
8,499
377

24,205
89

3,929

10,483
1,282
82,914
155,085
1,323

320,885
42,310
40,812

■被災の状況 (平成26年3月31日現在)

項目

人的被害（人）

区分

住家被害（戸）

避難状況（ピーク時）

死者
行方不明者
全壊
半壊

避難所（箇所）
避難者（人）
プレハブ住宅

民間賃貸借上住宅

0

640,000

641,000

642,000

643,000

644,000

645,000

646,000

647,000

648,000

215,000

0

220,000

225,000

230,000

H26.3H25.12H25.9H25.6H25.3H24.12H24.9H24.6H24.3H23.12H23.9H23.6H23.3

人口総数世帯数

■人口・世帯数の推移

人
世帯

平成26年3月（住民基本台帳）
人口総数
世帯数

638,272
224,747
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■被災直後

■復旧・復興状況

　岩出山伊達家学問所であった国指定史

跡・名勝「旧有備館及び庭園」は、主屋が倒壊

するなどの被害を受けました。

　震動による液状化で、マンホールが地上

に大きく突き出す被害が、各地で発生しま

した。

蔵王町円田地区

　被害の大きかった沿岸市町から避難して

きた被災者向けに公共施設を二次避難所と

して開放しました。

　平成23年11月「みやぎ県北高速幹線道

路」の栗原市と登米市を結ぶ第Ⅰ区間が開

通しました。

　美里町の御蔵場災害公営住宅（40戸）が

完成し、平成25年10月から被災者の入居

が開始されました。

栗原市一迫地区

　大衡村と民間事業者との連携によるス

マートコミュニティづくりに向けた取組が

始まりました。

　東京電力福島第一原子力発電所事故によ

る放射能汚染の被害を受けた保育所の屋根

や砂場などの除染作業が行われました。

　震災前から整備が進められていた丸森大

橋の工事が完了し、平成24年5月31日に開

通しました。

大衡村（第二仙台北部中核工業団地）

栗原市・登米市（みやぎ県北高速幹線道路）

白石市越河地区

　県道名取村田線は、地震による土砂崩れ

の影響で、道路が寸断され、通行止めとなり

ました。

村田町菅生地区

　地震により、阿武隈川は、広範囲にわたっ

て、堤防が崩落するなど、河川施設に大きな

被害が発生しました。

角田市阿武隈川堤防

美里町牛飼地区

丸森町（丸森大橋）

大崎市岩出山地区（旧有備館）

　被害が大きかった沿岸市町に対して、町

一丸となり、炊き出しや支援物資の提供な

どの後方支援が行われました。

加美町（後方支援）

　震災後、上水道の供給が停止したため、給

水車による給水が行われ、多くの被災者が

行列をつくりました。

涌谷町涌谷地区
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